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かつて､荷主企業の多くは航空貨物の発送手配後､

予約便に自分の貨物が無事搭載されたことが確認で

きればそれで満足していた｡航空会社は荷主に何日

の何億に積んだかを報告すれば事足 りた｡しかし､

近年では搭載便出発後の貨物の細かい追跡情報を求

める荷主企業が多くなって来た｡そのような情報が

求められるようになった背景は､ジャスト･イン･

タイム生産方式が主流になってきたこと､メーカー

が調達､生産のグローバル化を図ってきたこと等で

ある｡実際に荷主企業は輸送が計画通りでないこと

が分かった場合､次回出荷計画の変更､日本以外の

第3国からの供給等､直ちに必要な対応をとっている｡

荷主企業の物流関係の動きの1例をあげると､ある

会社は世界中で現在約1兆円分ある在庫を数年内に半

分に減らすことを計画している｡在庫関係の総費用

を把振することは難しいが､在庫商品の陳腐化､損

耗､在庫中の金利､倉庫建設費または賃借料､維持

管理費等の全てのコストを合計すると在庫商品金額

の2割に達するとの説もある｡もし､この説が正しい

とすると､この会社は年間1,000億円のコスト削減を

実現することになる｡このようなことを可能にする

道具だてが物流EDI(電子データ交換)であるC企

業活動にかかるEDI分野として､発注､物流､生産

管理､商品企画､金融等があるが､多くの荷主企業

は物流EDI化により､ トータルの物流効率化 ･コス

ト削減を図ろうとしている｡また､ロジスティック

スの改善により､同時に顧客満足度の向上を図りた

いと考えている｡

lATA関連団体

企業の活動がグローバル化する中で､荷主の物流

に対するニーズも高度化している｡このような状況

を背景に､航空会社とフォワーダーがお互いにパー

トナーとして､21世紀に向けて航空輸送のあるべき

姿を追求しようという動きが出て来た｡一昨年9月､

世界のIATA主要航空会社と大手フォワーダーがパリ

に集まり､｢カーゴ･パートナーシップ.シンポジウ

ム｣が開催され､21世紀に向けて両者の協力体制を構

築していくことが確認された｡合わせて､EDI化､

貨物運送手続きの簡素化等に両者が協力して取組む

ことを通じて､航空貨物運送サービスの向上と効率

化 ･コス ト削減 を実現すべ く話合 う場 として

｢cARGO2000｣を設立することが合意されたo



この合意を受けて､｢CARGO2000｣は昨年3月､米

カリフォルニア州のロングビーチで開催された設立

捻会で､IATA関連団体として正式に発足した｡現在､

｢cARGO2000｣には航空会社18社､フォワーダー13社

(衣-1参照)が加盟している｡IATA関連団体である

のでIATAのセクレタリー等のリソースを活用する

が､基本的にはメンバーの会費で道営を行っている｡

｢cARGO2000｣の目的は､大きくは2つあり､1つは

顧客サービスの改善､もう1つはサービス提供側の業

務効率化である｡この目的に沿って､｢CARGO2000｣

では荷送人から荷受人までの貨物取扱いプロセスの

検討､貨物スペース予約の自動電算化､貨物 トレー

ス情報の自動電算化､貨物運送状データの電送化､

バーコード.システムの導入 ･整備等への取組みを

開始している｡

コンビニに行ってシャンプーを買うと､その販売

情報はコンビニ ･チェーン本部のコンピューターに

集められ､発注処理､物流手配､メーカーの生産計

画､商品企画等､多くの用途に使われている｡Create

DataOnce,andUseltManyTimesということが文字通

り行われている訳である｡米国でもウォルマー ト､

シアーズ､ トイザラス等の流通業界は早 くからEDI
化を積極的に進めたと言われているoある米国のチ

ェーンス トアは商品のサプライヤーに対 して ｢No

EDI,NoPO｣(EDIが出来ないなら､買い付け-

purchaseorder-は出来ない)という標語を掲げてEDI

化を推進しているそうである｡一方､米政府のEDI

化の取組みは国防稔省の調達からスタートしたと言

われているO戦闘機のマニュアルが膨大化し､戦闘

機自体の重量と変わらなくなった為､ペーパーレス

を目指さざるを得なくなったとのことである｡今で

は米政府は全ての政府調達に関してEDI化を義務付

けようとしており､従って､納入企業はEDI化に対

応せざるを得なくなっている｡

日本では大手メーカーの系列会社間の取引きでは､

そのグループ内の基準に基づくEDIが早 くから行わ

表-1 CARGO2000会員

れて来た｡しかし､一般的には､流通､金融等の一

部を除くと､EDIの利用は限られている｡企業内の

システム化は高度に進んでいても､他の企業とコン

ピューター同士を繋いで商取引を行うことは余 り行

われていない｡一般的には､コンピューターから打

出された伝票を相手の会社に郵送し､その伝票を受

取った会社は人手で自社システムに入力する｡情報

は共有化されず､同じデータが違うシステムに何回

も入力されている｡これが実状である｡物流EDIに

ついては昨年3月に政府が発表した総合物流施策大綱

でも触れられており､また､昨年10月にスタートし

た運輸省主催の研究会｢エアフレイト21｣でも航空貨

物にかかる情報化の推進が検討課題の1つとなって

いる｡このように､日本においても企業 ･政府レベ

ル共に物流ED1-の取組みの気運が高まっている｡

航空会社とフォ
I_-I,L一二1-TFT-I

荷主企業の物流にかかる動向とEDI化への取組み

の一般的状況は上述のようなものであるが､そのよ

うな動きに対して､航空貨物業界はどのように対応

すべきか｡航空貨物輸送サービスは一般的に発地お

よび着地の地上部分の手配を行うフォワーダーと空

港から空港までの輸送を担当する航空会社の協力に

よって成 り立っている｡即ち､航空貨物輸送サービ

スは航空会社とフォワーダーの共同生産物 (ジョイ

ント･プロダクト)である｡従って､顧客サービス

改善の為には両者の協力が不可欠である｡

他方､フェデラル ･エクスプレス､ディー ･エイ

チ ･エル､ユーピーエス等のインテグレータ- (フ

ォワーダー業務と航空会社業務を統合的に実施する

事業者)は1社でドア ･ツー ･ドアの輸送全体をカバ

ーしている｡インテグレータ-は主に書類､小包等

を運んでいるので､世界の国際航空貨物量に占める

シェア-は数パーセントに過ぎないが､取扱い物量

の伸びは一般航空貨物の伸びを上回っている｡荷主

にそれだけ選択されているということである｡一般

航空貨物とインテグレータ-の貨物は必ずしも競合

している訳ではないが､特に急送を要する貨物につ

アメリカン航空､エールフランス国営航空､アリタリア航空､
ブリティッシュ･エアウエイズ､キャセイリヤシフイツク航空､
カーゴルックス航空､デルタ航空､大韓航空､El本航空､
エアリンガス･アイルランド航空､ルフトハンザ･カーゴAG､
ノースウエスト航空､オーストリア航空､シンガポール航空､
サウスアフリカン･エアウエイズ､スカンジナビア航空､
スイス航空､ユナイテッド航空

AEI､ダンザズ､近鉄エクスプレス､キューネ･アンド･ナ-ゲル､
レミール･エア･エクスプレス､MSAS､日本通運､シェンカー､
SCAC､郵船航空サービス､パナルビナ､エメリー



いては､航空会社とフォワーダーもインテグレータ

-のサービスを参考に自らのサービスを見直し､改

善して行かなければならない｡

以上のような認識からも､｢CARGO2000｣は顧客サ

ービスの改善を重要な目的の1つと位置付けているo

｢cARGO2000｣の合議体としては､会貞31社で構成

する決議機関のBoardMeethg､運営方針について審

議を行うExecutiveCommittee(構成9社)､テーマ毎の

作 業 部 会 (各 部 会 8社 程 で構 成 ) が あ る｡

｢cARGO2000｣は昨年3月にスタートして未だ1年しか

経っていないが､既に表-2に示したような決定を行

い､各社実行に移している｡また､｢cARGO2000｣で

は会員の資格要件を設けており､これまでに決定さ

れた各項目について､会員は実施スケジュールを守

ることが義務付けられており､要件を満たせない場

合は退会することとなっている｡

現在｢cARGO2000｣はプロセス､バーコード､EDI

の3つの作業部会を設けて､それぞれの分野について

更に検討を続けている｡プロセス部会では貨物取扱

いプロセスの検討､バーコード部会ではバーコード

運用面の検討､EDI部会では情報面の取扱い標準化

の検討等に取組んでおり､3月末のエグゼクティブ ･

コミティーに報告を行う予定である｡

例えば､決定事項の1つ､航空運送状データの電送

について見ると次のようである｡現在､航空運送状

はフォワーダーのシステムによって発行され､航空

会社に貨物と共に引渡される｡航空会社は受取った
航空運送状を見て自社システムに入力する｡即ち､

航空運送状を発券したデータは､航空会社にはデー

タの形ではなく､ハードコピーの形で渡されている｡

｢cARGO2000｣では､この航空運送状データを電子的

にFWBと呼ばれる標準的フォーマットを使って､本

年1月より､フォワーダーから航空会社に発信するこ

とを取決めた｡このFWBは航空運送状のフル ･デー

表-2 CARGO2000決定事項 (実施スケジュール)

夕であるので､航空会社は運送取扱いのみならず､

収入管理､販売管理､インターライン精算等､多 く

の用途に有効に償うことが出来る｡更に､将来的に

ペーパーレス化が実現されると､業界全体にとって

大幅な効率化が見込まれる｡(表紙図参照)

｢cARGO2000｣の活動施策の中には､その実施 ･運

営 を効 果 的 ･効 率 的 に実 現 す る に 当 り､

｢cARGO2000｣の限られた会員間だけでなく､できる

だけ数多 くの航空会社及びフォワーダーが同一歩調

を とった ほ うが望 ま しい施 策 も多 々あ る｡

｢cARGO2000｣加盟日系4社- (秩)近鉄エクスプレ

ス､日本航空 (秩)､日本通運 (秩)及び郵船航空サ

ービス (秩)の代表が設立発起人となって､日本で

営業する｢CARGO2000｣加盟会社を中心に､できるだ

け数多くの航空会社及びフォワーダーの参加を得て､

｢cARGO2000｣に呼応 した活動を日本で行うべ く､

｢cARGO2000-JAPAN｣を設立することになった｡

｢cARGO2000-JAPAN｣は､昨年7月､日本で営業

する｢CARGO2000｣加盟会社23社 (航空会社15社､フ

ォワーダー8社)により正式に発足したO更に､昨年

9月より｢cARGO2000｣非加盟の航空会社､フォワー

ダーも準会月としての参加を得て､課題の確認､部

会の設置等､具体的な活動 を開始 した｡現在､

｢cARGO2000-JAPAN｣加盟社は航空会社22社､フォ

ワーダー34社の計56社となっている｡(秦-3参照)

｢cARGO2000-JAPAN｣は次のように4つの部会を設

けて昨年10月から活動している｡各部会には20-30

社の会月が参加 し検討作業中であるが､取組みの現

状は次のようである｡

1)第-部会 『貨物スペース予約と貨物 トレース情報

の自動電算化』

注)A :受託､出発､到 着､引渡 ′
B :トランスファーの 受取 ･引渡､通関
C :イレギュラー､再 予約

※ホ-ムとは加盟各社のホームカントリー
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EDI利用のスペース

予 約 に つ い て は ､

CARGO2000の標準予約

手順をできる限りフォ

ローすること､予約シ

ステムの機能強化を研

究･検討すること､予約

システムの適用面で互

いに協力 し合 うこと｡



(｢

トレース ･システムについては､航空会社はステー

タスの確実 ･迅速な入力を行 うこと､イレギュラ

ー ･メッセージ機能の早期導入を図ること等を提言｡

2)第二部会 Fニュー トラルAWB(航空運送状)の

導入とFWB(フルAWB情報)の提供』

ニュー トラルAWBについては､多くの社が導入済

みであるが更なる利用を推進.FWB(フルAWB情報)

については､業務効率化の為 に更に推進を図る｡

FWBフォーマットを統一すること､FWB送信のタイ

ミングを航空会社 ･フォワーダー間で取決めること､

FW別こ対 して航空会社は正確かつ迅速なステータス

情報の提供で応えること等を提言｡

3)第三部会 『バーコードシステムの導入』

(イ)使用するラベルは航空会社指定の単独ラベルか､

プレプリントのコンビ ･ラベルか､またはニュー ト

ラル ･ラベルか､(ロ)ニュー トラル ･ラベルはカラ

ーか白黒か､(ハ)ラベル費用の航空会社 .フォワー

ダー間分担､等については未決定｡ピース(piece).

レベル管理､ノン ･バーコード貨物との混在､多数

個口貨物の処理等､運用面の詰めが必要｡

4)第四部会 『EDI化実現のためのCCS等構築の検討j

日本におけるCCS(CargoCommunitySystem､共同

利用型ネットワーク)が備えるべき条件は､信頼性､

中立性､公共性､セキュリティ､低廉なコス ト､多

数の関係者参加､プロトコル ･メッセージ変換機能､

転送機能､税関システム接続､他ccs接続等｡その

ような条件を満たすccsを実現する方策について､

｢cARGO2000-JAPAN事務局｣で検討予定.

表-3 CARGO2000-JAPAN会員

より荷主ニーズに合ったサー

21世紀は人も物も今よりも更に動 く時代になるだ

ろうと言われている｡今世紀末にかけて製造業､商

業､金融業､運輸業等､いずれの業界でも経済活動

における国の壁は次第に低 くなって来た｡来世紀は

この傾向が益々強まり､真にボーダーレスの時代に

なっていくだろう｡人々はこれまで以上に自由に往

来し､物は地球規模での最適地で生産され運ばれる

ようになる｡企業は事業のコア部分で競争力がない

と生き残れないので､コア部分に特化して競争力強

化を図ることになるoコア部分のみ自首 し､それ以

外 は最善のプロバイダーを選択 し､EDIで結んで

Vi血alCompanyを構成することが普通になるだろうo

このような環境下､荷主のニーズはロジスティッ

ク ･チェーン全体の最適化ということになる｡荷主

が求めるのは､単なるA地点からB地点への輸送では

なく､パーツ .センターの場所､在庫管理等も含め

た総合的物涜サービスであるoサービス提供者は荷

主の生産､販売活動等に結びついた トータルの物流

サービスを提案し､実行する能力が問われることに

なろう｡情報面では､TRAXONのような共同利用型

ネットワークを通じて､荷主､フォワーダー､航空

会社､税関等､関係者間で情報を共有化 し効率的な

物流EDIを実現することがますます必要となるだろ

う｡｢cARGO2000｣活動は､そのような時代の要請に

応える為の取っ掛かりと言えるかも知れない｡

アメリカン航空､エールフランス国営航空､アリタリア航空､
ブリティッシュ エアウエイズ､キャセイ･パシフィック航空､
カ-ゴルックス航空､大韓航空､日本航空(秩)､
ルフトハンザ･カーゴAG､ノースウエスト航空､
シンガポール航空､サウスアフリカン･エアウエイズ､
スカンジナビア航空､スイス航空､ユナイテッド航空

ダンザス(株)､キューネ･アンド･ナーゲル ジャパン(樵)､
(樵)近鉄エクスプレス､九着エーイーアイ(秩)､
エム･エス･エイ･エス･カーゴ･インターナショナル(樵)､
日本通運(樵)､(秩)ジャパン シェンカ-､郵船航空サービス(株)

全日本空輸(林)､(株)日本エアシステム､日本アジア航空(秩)､
El本貨物航空(樵)､カンタス･オーストラリア航空､
フェデラル･エクスプレス･コーポレーション､
サウジアラビア航空

ディー･エイチ･エル.ジャパン(樵)､芙蓉エアカーゴ(秩)､
阪神電気鉄道(秩)､(秩)阪急交通社､(株)日立物流､
インターナショナルエクスプレス(株)､伊勢湾海運(樵)､
ジャスフォワーディングジャパン(樵)､海外新聞普及(林)､
川崎航空サービス(秩)､ケイヒン航空(秩)､
コウノイケ･エア･カーゴ(秩)､(秩)交通公社航空貨物部､
名港海運(株)､エムオーエアシステム(秩),西日本鉄道(株)､
(秩)日新､ニュージャパンエアサービス(樵)､
オー′ト シーズエアカーゴ(秩)､LLr九(秩)､西溝運輸(林)､
ソニーエアカーゴ(樵)､(樵)住友倉庫､(樵)泰運商会､
東急エアカーゴ(樵)､ユープレイトジャパン(株)


